
公共事業事前評価調書（平成２７年度予算要望）

住宅課 　担当班：公営住宅班

事業区分 事業主体

事業箇所
敷地面積：９,８６５㎡
新築：　ＲＣ造　　５階建　１棟　５０戸

事業期間
全体事業費 (億円) 補助・単独の別 補助率 ７／１０

総便益：Ｂ １２．２ (億円) 総費用：Ｃ １０．１ (億円) 基準年
= １．２０ 平成 ２６年度

① ①
② ②

関係する地方
公 共 団 体 等
の意見

八重瀬町から県営住宅建設に対する要望書が提出されている。（平成２６年１１月）

概要図
(位置図)

事業着手の
熟度・上位計
画との整合性

沖縄21世紀ビジョン基本計画において、「基本施策２-（３）健康福祉セフティーネットの確立」及び
「基本施策２-（３）地域特性に応じた生活基盤の充実・強化」に位置付けがある。

環 境 へ の 配
慮

リサイクル材の使用及び敷地内の緑化整備に取組む。

費用対効果

Ｂ／Ｃ

家　　賃　　　　１１．９億円 建　設　費　　８．９億円
駐車場利用料　０．３億円 維持管理費　１．２億円

事業採択 平成　２７　年度 完了（予定） 平成　２８　年度
９．５ 補助

事業の諸元

事業の概要

（仮称）県営伊覇団地の建設予定地は、八重瀬町の伊覇土地区画整理事業地区内（Ｈ９～Ｈ30）
にあり、敷地の北側は幅員12ｍ道路の幹線１号線、南側は幅員６ｍの区画道路に接道している。
又、敷地南側は低層住宅が建ち並んでいるため、敷地の有効利用も考慮しながら階数を抑えた計
画とする。

事業の
必要性・効果
等

　《必要性》
　伊覇土地区画整理事業地区に近接する県営屋宜原団地の当初の応募倍率が８倍を超えていた
ことから伊覇団地についても旺盛な需要が見込まれる。又、「沖縄21世紀ビジョン実施計画」におい
て、計画期間内（Ｈ24～Ｈ33）に県・市町村併せて1，660戸の新規公営住宅（増戸含む）を建設する
ことが目標に掲げられており、同団地の建設はその目標を達成するためにも必要な事業である。
　《効果》
　 本事業により、住宅に困窮する低額所得者に対して低廉な家賃で賃貸することにより、県民生活
の安定と社会福祉の増進に寄与することができる。又、伊覇団地を建設することで、同地区の人口
が増え経済面において一定の効果をもたらし、地域活性化が図られる。

所管課：

事業名 県営伊覇団地建設事業
公営住宅
整備事業

沖縄県

八重瀬町字伊覇

県営伊覇団地 


